
京都大学における寄附金の運用益を活用した冠教授に関する規程 

 

令和７年３月２６日 

達示第３３号制定 

  

（趣旨） 

第１条 この規程は、寄附金の運用益を活用し設置する冠教授に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この規程において「冠教授」とは、民間等からの寄附金（京都大学寄附金取扱規程（平成

１６年達示第９９号）第２条に定めるものをいう。以下同じ。）の受入れにより設置され、当該

寄附金の寄附者又はその趣旨が明らかになるような字句を本学の教授（国立大学法人京都大学教

職員就業規則（平成１６年達示第７０号。以下「教職員就業規則」という。）又は国立大学法人

京都大学特定有期雇用教職員就業規則（平成１８年達示第２１号。以下「特定有期雇用教職員就

業規則」という。）の適用を受ける者をいう。）のうち、国際的に卓越した教育研究の業績（こ

れが期待される業績を含む。）を有するものがあずかるものであって、加えて、当該寄附金の運

用益を原資としてインセンティブが付与されるものをいう。 

 （教育研究の原則） 

第３条 冠教授は、奨学を目的とする民間等からの寄附金を有効に活用し、本学の教育研究の進展

及び充実に寄与することを目的とするものであって、本学及び冠教授にあずかる者の主体性が確

保されるよう十分配慮されるものとする。 

 （設置の申込み） 

第４条 冠教授の設置を目的とする寄附の申込みをしようとする者（次条において「寄附申込者」

という。）は、所定の寄附申込書を総長に提出するものとする。 

 （字句の申出） 

第５条 寄附申込者は、冠教授において使用することを希望する字句を総長に申し出るものとする。 

２ 前項の字句は、本学及び第三者の権利利益を侵害するおそれのあるもの、本学の名誉又は信用

を損なうおそれのあるものその他使用する字句として適切でないと認められるものを用いるこ

とができない。 

 （設置の決定） 

第６条 総長は、第４条の申込みがあったときは、当該寄附の趣旨を踏まえ、本学の教育研究の進

展及び充実に寄与すると認められるものについて、役員会の議を経て本学又は部局（各研究科、

各附置研究所、附属図書館、医学部附属病院及び各センター等（国立大学法人京都大学の組織に

関する規程（平成１６年達示第１号）第３章第７節及び第８節並びに第８節の３から第１１節ま

で（第４７条に定める組織のうち図書館機構を除く。）に定める施設等をいう。））に冠教授を

設置することができる。 

（推薦） 

第７条 総長、理事又は副学長は、当該冠教授の設置に係る寄附の趣旨に照らして、第２条に規定

する者に該当し、かつ、当該者の業績を顕彰し当該冠教授に任命することが適当と認められる者

がある場合は、役員会に推薦することができる。 

２ 部局の長は、前項に規定する者がある場合は、当該部局の教授会又はこれに代わる会議の議を

経て、役員会に推薦することができる。 

 （任命・任期） 

第８条 冠教授は、前条の推薦に基づき役員会の議を経て、総長が任命する。 

２ 前項の任命に際し、任期の末日は、教職員就業規則の適用を受ける者の場合は満６５歳に達す

る日以後における最初の３月３１日以前とし、特定有期雇用教職員就業規則の適用を受ける者の

場合は当該有期雇用契約の範囲内で総長が定める。 

３ 冠教授の任期は、前項に規定する範囲内で更新することができる。更新後の任期は、役員会の

議を経て総長が決定する。 

 （インセンティブ） 



第９条 総長は、冠教授に任命された者の教育研究活動を促進するため、当該者の申請に基づき、

寄附金の運用益を財源とする予算を配分する。 

２ 冠教授に任命された者の給与水準の向上のため、国立大学法人京都大学教職員給与規程（平成

１６年達示第８０号）第３３条の１２の冠教授手当の支給を希望する者に対して、前項の予算か

ら当該手当を支給することができる。 

３ 冠教授手当の額は、第１項の予算の範囲内で総長が１万円単位の額により決定するものとし、

原則として予算の配分された各年度の２月の俸給の支給日に支給する。 

４ 前項の規定にかかわらず、冠教授に任命された者の休職、休業等の事由により前項に定める支

給日に支給できないときは、復職し、職務に復帰し、又は再び勤務するに至った日後に支給し、

前項に定める支給日までに退職するときは、退職日後において速やかに支給する。 

 （解任） 

第１０条 総長は、冠教授に任命された者が、その職に相応しくない行為をしたと認められる場合

は、役員会の議を経て、当該冠教授を解任することができる。 

２ 前項のほか、総長は、冠教授に任命された者が、やむを得ない事由により冠教授にあずかる者

として職務を継続することが困難となった場合、当該者の申出に基づき、当該冠教授を解任する

ことができる。 

 （冠教授の廃止） 

第１１条 総長は、冠教授の継続に困難な事情が生じたときは、当該冠教授を廃止することができ

る。 

（欠員となった冠教授の新たな推薦、任命及び任期の取扱い） 

第１２条 冠教授に任命された者の退職又は任期満了等により、当該冠教授が欠員となった場合の

取扱いは、第７条及び第８条の例によるものとする。 

（寄附金の受入れ及び管理） 

第１３条 冠教授の設置を目的とする寄附金は、総額を一括して受け入れることを原則とする。た

だし、継続して受け入れることが確実であるときは、年度ごとに分割して受け入れることができ

る。 

２ 前項の寄附金は、京都大学基金に受け入れるものとし、その受入れ及び管理については、京都

大学基金規程（平成２３年達示第３３号）に定めるところによる。 

３ 前２項の規定により受け入れた寄附金は、第１０条又は第１１条に係る事由が生じた場合その

他いかなる事由が生じた場合も、当該寄附者への返還を要しない。 

（冠教授の特例） 

第１４条 総長は、本学の准教授のうち、第７条に規定する者に相当するものがある場合は、当該

者を冠准教授として任命することができる。 

２ 前項により任命する冠准教授に関しては、第２条から前条までの規定を準用する。 

 （その他） 

第１５条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、総長が定める。 

   附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 


